


















































































































会（１名）にインタビューを行い、その後 DCAT の支援会議にも参加した。 
次に熊本地震発災後、現地へかけつけた岩手 DCAT（先遣隊と第４次、第５次メンバー）
として活躍された介護福祉士・社会福祉士（４名）へのインタビューを行った。調査期間は、































































































































































































（前略）知事が熊本 DCAT を派遣する必要があると認めるとき 
（前略）避難所等を設置する被災地の市町村等から知事に対して熊本 DCAT の派遣要
請があったとき 
・チームの活動期間 
発災後～３日以内「先遣隊（ニーズ把握型/トリアージ型）」  
353
ライフデザイン学研究　第13号　（2017）
（ニーズ把握型）
　医師１人、保健師１人、その他専門職
（介護支援専門員、社会福祉士、理学療法士）１人、事務職等１人
（トリアージ型）
　医師１人、保健師、その他専門職（社会福祉士・介護福祉士、理学療法士等）３人、事務職等１人
　※医師、保健師及び事務職等は県の職員を想定している。　
　【岩手】
　登録している社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員、保育士、精神保健福祉士、ホームヘル
パー（資格）
　地域包括支援センター、介護職員、生活相談員等（職員）で構成。
　１チームあたり４～６名程度。
　３）業務（活動）内容
　【熊本】
第４条　熊本DCATは、避難所等において次の業務を行うこととする。
（１）福祉ニーズの把握
（２）福祉的トリアージ（要援護者の状況に応じて、必要な福祉サービスが提供できるよう、市長村
等に情報を提供いたり、設備、体制の整った施設へ要援護者を移送するかどうかの判断をしたりす
ることをいう）
（３）福祉サービスの提供および廃用症候群の予防
（４）その他避難所等で必要は福祉支援
　【岩手】
第３
（１）避難者の福祉ニーズ把握及び要援護者のスクリーニング
　ア　避難所等に避難している者（以下「避難者等」という）の福祉ニーズを把握し、中長期的な福
祉支援の必要性を本部に報告する。
　イ　緊急に介入が必要な要援護者をスクリーニングし、必要に応じて福祉避難所や福祉施設などに
つなぐ。
　ウ　避難者等の福祉的課題を早期に整理し、行政、医療または福祉機関等と課題を共有し、連携の
とれた支援体制を構築する。（略）
２．熊本地震における岩手DCATの取り組み
（１）DCATへの活動への参加のきっかけと現実
　岩手DCATに属するチーム員は、東日本大震災や北海道南西沖地震などで、被災した経験により、
災害福祉・災害介護の必要性を感じており、国に福祉チームを作ってほしいという要望書の提出や、
何か役立てないか日常的に考えていたこともあり、DCATが立ち上がった時に、すぐにチーム員の
登録を行なっている。しかし、DCATが稼動してみると、現職場での長期休暇を取得することは、
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介護人材不足や加算が取れないとの理由により、DCATとして現地に赴けたのは、チーム員の登録
者の１割程度の活動人数であった。
（２）活動内容
　岩手DCATは、チームを編成して現地に赴いている。チーム編成は、概ね社会福祉士、介護福祉
士、精神保健福祉士、介護支援専門員、保育士という５名で構成される。
　今回の熊本での活動内容は、一般避難所であった益城町交流情報センター “ミナテラス” に、熊本
DCATと一緒に支援活動に入っている。具体的には①被災者へのアセスメント②福祉相談コーナー
「さしより」での相談③避難所の中で生活している被災者の居場所がわかるマップの作成④トイレ掃
除・避難者の身の回り等の環境整備⑤保健師チームとの連絡調整・情報共有⑥避難している子どもへ
の対応⑦エコノミークラス症候群の予防のため、１日２回館内へ呼びかけ、ラジオ体操を実施⑧被災
者へのアウトリーチ活動による新たな課題の把握などである。避難所での滞在時間は８：45～17：00
で、保健師チームも不在になるため、避難所の夜間対応は行われていない。
（３）DCATの認知度の低さ
　熊本地震で全国初の都道府県DCATが発動されたが、DCAT自体の存在が広まっていないため、
当初DCATが避難所に入れないという事態が起こった。そのため、被災者に理解してもらうため、
県知事からの派遣要請書を持ち歩いていたこともあり、アセスメントがなかなか進まないことがあっ
た。
（４）今後のDCATに必要な専門性
　質問項目の「専門性を遺憾なく発揮できたか」という内容に対して、専門性の発揮を感じていない
との回答が多かった。不完全燃焼という言葉もあり、DCATの研修・訓練とのズレを感じているよう
だった。また職域の専門性よりも「オールマイティーな能力」の必要性を唱える回答が目立った。
Ⅲ．考察
　熊本DCATは、2012（平成24）年に設置されており、全国でも先駆けてDCATのチーム員の養成を
行なっている。しかし自県で発災したにも関わらず、当初DCAT派遣が不要と判断され、DCATの
体制の立ち上げに時間を要している。その理由としては被災した益城町などからの要請がなかったか
らだという。結局熊本DCATのとりまとめ役として、県内の熊本県宅老所・GH連絡会（地域密着型
サービス班）の小規模多機能ホームの理事長から県に対して発動を要請しており、その結果出動要請
が出たのは本震から９日後の４月25日だった。行政が創設したDCATは被災自治体が各都道府県に要
請する仕組みであるが、発災直後は行政も様々な対応に追われ、その余裕がなかったとみられる。
　またインタビューによると、発災後、早期に医療職中心の福祉的トリアージが行われたということ
であるが、その結果、福祉避難所や一般避難所の被災者において、徐々に福祉的な問題が散見される
ようになっている。例えば要配慮者は、トリアージの結果、他県の遠く離れた施設や福祉避難所へ移
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動させられたが、「家族や地域の友人と離れたくない」と戻ってきた人も実際に存在している。これ
は生命を優先する一方で、福祉的なアスメントや思慮深い福祉的な考察の不足が主な原因と推察され
る。さらに、これらの背景には、DCAT関連要綱において、ニーズ把握や福祉的トリアージを行う
先遣隊の機能や構成員に課題があると考えられる。すなわち、熊本DCATの先遣隊において、福祉
専門職は「その他の専門職」と規定されおり、実際に発災直後に派遣された先遣隊には、福祉専門職
の派遣は不明である。しかしこのようなことから、早期の福祉職による福祉的なアセスメントからの
トリアージが必要ではないかと考えられる。さらに発災後、統制が取れない中で自県での先遣隊の派
遣や、外に対して支援要請を出すことについては非常に困難と考えられるので、規定の見直し等によ
り、DCATのスムーズな発動については今後の課題である。
　一方、岩手DCATは、概ね社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、介護支援専門員、保育士
という福祉専門職を中心とした多職種で構成されており、これらは先遣隊から第５次チームに到るま
で、岩手県DCATとして、円滑な派遣および活動に結びついている。距離的にも遠い熊本という地
に、５週に渡り支援し続けたことは、熊本にとっては非常に心強かったのではないかと考えられる。
特に保育士の活躍は目立っており、避難所ではどうしても高齢者や障害者への要配慮者へ目が行きが
ちの中、保育士は子どもの変化を察知し、遊び場の確保等の環境整備や支援の取り組みが評価されて
いる。これらは、福祉トリアージの先遣隊にも最低でも福祉専門職が構成員として含まれていること
が肝要であり、さらには活動にあたるチームも、多職種で構成される福祉専門職チームが望ましいこ
とを示唆している。このことからDCATのトリアージおよび活動に関わるチーム編成は、福祉専門職
を中心とした多職種チームにより構成され、経時的変化に即した福祉的視点のアセスメントも、この
チームによって繰り返し行うことが求められるため、具体的に規定に記述されることが必要である。
　しかし研修については、専門職の縦割りのシステムとなっており、なかなか他の専門職の職域に
ついて、具体的に把握できておらず、子どものことは保育士に、高齢者のことは介護福祉士にと、１
つの専門職に負担をかけすぎるケースもあった。このことから、職域の専門性よりも「オールマイ
ティーな能力」を養うためのジェネラルな視点をもった災害時の福祉専門職の養成研修が求められる。
　またDCAT自体の認知度の低さにより、なかなか避難所に入れなかったこと、また入ったとして
も、活動について理解されるのに時間がかかったこと等、福祉避難所以外の一般の避難所にも、福祉
専門職の力が必要だという理解が乏しい現実がある。一方、実際にDCATが稼動しても、現場の介
護人材不足や加算が取れないとの理由により、現地に赴くことができないチーム員も多いとのことか
ら、今後は自治体、国レベルで平時から住民に対して、DCATについての周知・広報や、災害時に福
祉専門職が活動できる環境の整備や保障などのシステムづくりの構築と普及が早急に望まれる。
Ⅳ．結論
　本研究の結果は、発動までのプロセスも含めた既存のDCATに関連した規定の具体的な見直しの
必要性があることを示した。さらには、DCATのトリアージおよび活動に関わるチーム編成は、福
祉専門職を中心とした多職種チームにより構成される必要があると考えられた。そしてDCATの活
動の周知・広報や活動環境の整備と保障の必要性とスペシフィックな視点以上に、ジェネラルな視点
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をもった災害時の福祉専門職の養成が示唆された。
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